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　規制緩和と競争原理導入という社会全体の大きな流れの中で、2000 年 3 月に電
力の小売が部分自由化され、2005 年 4 月には改正電気事業法のもと「日本型自由
化モデル」が打ち出され、自由化の範囲が拡大した。そして、2014 年 2 月に政府
は家庭向けを含めた電力小売事業への参入を 2016 年に全面的に自由化する電気事
業法の改正案を閣議決定した。これにより、電力 10 社が地域毎に販売を独占して
きた体制は改められ、新規参入者との競争が促されることになる。また、家庭を含
めたすべての消費者は、電気をどの業者から買うかを選べるようになる。
　完全自由化の意図は、電気料金を競争原理が働きにくいこれまでの総括原価方式
から市場競争で決定する方式に改めることで電気料金を安価にすることである。競
争によって電気料金が安くなることは消費者にとっては願ってもないことである。
しかし一方で、コスト競争が激化することで、事故やトラブルで電力供給の信頼性
が低下する、採算が合わないピーク時間帯の電気料金が高騰する、僻地や離島など
供給コストが高い地域への安定供給が損なわれる、市場経済に取り入れられていな
い長期的な電力の安定供給や地球温暖化対策が軽視される、といった懸念がある。
さらに今回の自由化は、エネルギー・電力需要の伸びが見込まれていないゼロサム
市場で実施されるため、コスト競争が激化することで参入企業が互いに疲弊しあう
といった心配もある。
　日本は欧米先進国と同じような道を歩んでいる。日本経済は、安価な原材料とエ
ネルギーコストで高い賃金を維持しながら、高く売れる付加価値の高い製品を製造
し、それらを国内需要だけでなく海外に輸出することで成り立ってきた。この経済
活動が今、中国やインドなどの新興国に移り、日本の競争力は低下しつつある。日
本には、欧米先進国と同様に、ITやライフサイエンス、エネルギー・環境などの
分野において経済を牽引する新たなイノベーションが求められている。電力自由化
の流れの中で、電力産業、とりわけエレクトロヒート業界も生き残りをかけて事業
を新たに展開していかなければならない。
経済成長にイノベーションが望まれることはだれもが賛同できるが、それを創出し
ていくことは容易でない。新しい市場を国内だけでなく海外においても創出できる
かにかかっている。エレクトロヒートには現代社会の発展にマッチした数多くの利
点がある。エレクトロヒートは、通電による発熱や発生する電界を利用しているこ
とから、加熱に際して酸素を必要としない。また、さまざまな原理によって熱に変
換できるため次のような特徴がある。
　①　�高効率加熱　　　　　：�加熱材の被加熱部分を直接、加熱し、不必要なエネ

ルギー消費が軽減できるため加熱効率が高い。
　②　�局所加熱　　　　　　：�高周波焼き入れのように、処理に必要な表層部分だ

けを加熱できるなど、必要個所を必要温度で加熱す
ることができる。
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　③　�急速加熱　　　　　　：�被加熱部分を短時間で加熱でき、製品の生産性を高
めることができる。

　④　雰囲気加熱　　　　　：�不活性ガスや真空中での加熱が可能で、加熱材の酸
化防止と、品質や歩留まりの向上が図れる。

　⑤　�高温加熱　　　　　　：�金属の溶解・焼結、炭素の黒鉛化など高温加熱に優
れている。

　⑥　�制御性　　　　　　　：�簡単かつ素早い温度制御、容易な起動停止といった
優れた制御性をもち、高い品質を維持できる。

　⑦　�コンパクトな炉熱容量：�炉体と蓄熱量を小さくでき、エネルギー消費の抑制
と熱応答性に優れている。

　⑧　�現場の作業環境　　　：�燃焼炉と比較して、周囲への排熱や水蒸気が少なく、
また汚染物質を放出しないために、クリーンな職場
環境が維持できる。

　エレクトロヒート技術が社会のイノベーションとなるためには上記の特徴を最大
限に生かす工夫が必要になる。製品や技術は、企業のプロセス技術だけでなく最終
製品であるプロダクトを含めたシステムで評価される方向にある。最終製品は、経
済性だけでなく、製造、利用、廃棄のライフサイクル的な視点から効率性、機能性、
安全性、環境性などにおいて、どれだけ優れているかが大切になる。また、グロー
バル化や情報化の進展によって、製品へのニーズも多様化し、かつその変化も早く
なっている。異業種の組み合わせで新しい製品も生み出されている。そういった製
品やシステムの開発は、すべての部門を抱え込むこれまでの大企業による体制では
対応することが難しい。企業にはよりフラット化した体制が求められており、羅針
盤となる機能を中心に、個々の活動は独立採算の組織で、必要に応じて異業種とも
積極的に協力し合う活動が求められる。
　エレクトロヒートセンターは、これまでは電力会社と電気加熱のメーカが会員で
あった。今後は、社会のニーズに応える技術や製品を世に送り出せるように、多様
な業際関係者あるいは大学や研究機関の会員を増やしていく必要がある。センター
には、エレクトロヒートのイノベーションを創出するプラットフォーム機能が求め
られている。それには、会員増強に加えて、会員相互の情報交換やコミュニケーショ
ンを深めていく環境整備を一層、充実することも大切になる。
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